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１．経営戦略の策定に当たって 

（１）経営戦略の策定の趣旨 

みなかみ町は群馬県の最北に位置し、新潟県との県境には谷川連峰がそびえ

立っており、谷川岳のある上信越高原国立公園をはじめとした自然豊かな地域

です。 

また、これら豊かな自然環境を守り、未来に繋げていくため、平成29年6月

にユネスコエコパークに登録し、みなかみユネスコエコパークが誕生しまし

た。さらに、これらの活動が認められ、令和元年度には、「SDGs未来都市」と

して選定されました。SDGsとは、持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals）のことで、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包

摂性のある社会の実現のため平成27年9月の国連サミットで採択された国際目

標です。 

このように自然豊かなみなかみ町ですが、水環境においては東京都市圏の約

8割を支える「利根川の源流のまち」として、下水道は重要な役割を果たして

います。 

一方、本町の下水道事業を取り巻く経営環境は、人口減少や節水型社会の浸

透による使用料収入の減少、施設の老朽化に伴う更新費用の増加などにより厳

しさを増しています。 

このような中、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むため

に、総務省から「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8

月29日付 総務省自治財政局公営企業課長等通知）や「経営戦略の策定推進に

ついて」（平成28年1月26日付 総務省自治財政局公営企業課長等通知）が発出

され、公営企業の経営戦略の策定が要請されています。 

また、経済・財政再生計画改革工程表（平成27年12月24日経済財政諮問会

議）においては、平成32年度（令和2年度）までに公営企業の経営戦略策定率

を100％にするとしており、全ての公営企業で経営戦略の策定が求められてい

ます。 

今後、人口減少等による使用料収入の伸び悩みも重なり、一層厳しい経営環

境となるため、経営基盤の強化に努める必要があります。 

このような厳しい環境下においても、本町の下水道事業の将来見通しを踏ま

え、将来にわたって安定的に下水道事業を継続していくため、中長期的な経営

の基本計画として、経営戦略を策定するものです。 
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（２）経営戦略の対象事業 

本経営戦略では次の事業を対象に策定しています。 

ア）公共下水道事業 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

ウ）農業集落排水事業 

 

（３）経営戦略の対象期間 

経営戦略は中長期的な経営の基本計画であり、10年以上を基本としているこ

とから、本町の下水道事業においては、令和3年度から令和12年度までの10年

間を計画の対象期間とします。 
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（４）経営戦略の位置付け 

本経営戦略は、「第2次みなかみ町総合計画」を上位計画とし、同計画におい

て示されている基本目標「豊かな自然と共生するまち」、施策「生活環境の保

全」に係る課題解決のための事業やまちづくりの目標などの達成に向けて、

「みなかみ町都市計画マスタープラン」及び「群馬県汚水処理計画」に基づく

「みなかみ町アクションプラン」等の各種計画等との整合性を図りながら、策

定しています。 

 

 

図 1 経営戦略の位置付け 
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２．みなかみ町下水道事業の概要 

（１）みなかみ町の下水道事業 

本町の下水道事業は、平成17年の合併以前から旧町村それぞれで供用を開始

しました。 

このうち、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業では、月夜野処

理分区（旧月夜野町）及び水上処理分区（旧水上町）は昭和54年に、猿ヶ京処

理分区（旧新治村）は昭和57年に供用を開始しました。また、農業集落排水事

業は、平出地区（旧水上町）で平成5年に供用を開始しました(表1)。 

月夜野処理分区及び水上処理分区は、流域関連下水道であり、汚水は群馬県

が管理する奥利根水質浄化センター（沼田市）で処理されます。一方、猿ヶ京

処理分区は単独下水道であり、汚水は処理分区内にある湯宿処理場で処理され

ます。また、平出地区は農業集落排水であり、汚水は地区内にある平出処理場

で処理されます。 

上記のように、本町の下水道事業は、昭和50年代から供用を開始しており、

老朽化が著しい施設も多くなってきています。 

また、以上の事業のほか、久保地区ではコミュニティプラントにより汚水処

理を行っています。 

久保地区では昭和51年度に宝台樹スキー場の開設に伴い、群馬県により久保

汚水処理場が建設され、処理能力に余裕があったことから沿線住民も利用でき

るよう接続されました。しかし、流入水量が処理能力を超過する状況になった

ため、沿線住民の汚水は平成22年に浄化槽の設置をして処理を行うこととなり

ました。また、久保汚水処理場は、平成23年に県から本町に移管されました。 

以上のように、本町では様々な下水道事業により汚水処理を行っています。

よって、今後は、包括民間委託や地域の特性に合わせ集合処理から個別処理へ

の移行など、より効率的な事業運営が行えるよう検討を行っていきます。 
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表 1 下水道事業の概要 

処理分区 月夜野 猿ヶ京 水上 平出 

事業の 

種別 

・公共下水道 

（流域関連） 

・特定環境保全公

共下水道 

（流域関連） 

・特定環境保全公

共下水道（単独） 

・公共下水道 

（流域関連） 

・特定環境保全公

共下水道 

（流域関連） 

・農業集落排水 

供用 

開始年 

昭和 54 年（公共） 

昭和 61 年（特環） 
昭和 57 年 昭和 54 年 平成 5 年 

整備面積 

（ha） 

209.7 

（公共：192.5、

特環：17.2） 

124.1 

163.7 

（公共：162.5、 

特環：1.2） 

2.1 

処理区域 

内人口 

(人) 

4,676 

（公共：4,112、

特環：564） 

1,386 公共：2,713※ 27 

水洗化 

人口 

（人） 

4,240 

（公共：3,777、

特環：463） 

1,207 公共：2,171※ 25 

水洗化率 

（%） 
90.7 87.1 公共：80.0※ 92.6 

※ 水上処理分区の特定環境保全公共下水道の処理区域は谷川岳パーキングエリアであり、町民が住んでいないため、

水洗化率等は算出されない。 
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①各事業の概要 

ア）公共下水道事業 

公共下水道事業は、平成17年度の合併後も面整備を行っており、平成22年

度には大きく拡張しました。その後も面整備を進めており、整備済み面積は

少しずつ増大しました。（図2）。 

また、処理区域内人口は、町の人口減少に比例して減少していますが、水

洗化率は上昇傾向にあります（図3）。令和元年度における水洗化率は87.2%で

した。 

 

 
図 2 整備済み面積の状況（公共下水道事業） 

 

 
図 3 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の状況（公共下水道事業） 
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イ）特定環境保全公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業は、平成17年度の合併後も面整備を行ってお

り、平成26年度には大きく拡張しました。その後も面整備を進めており、整

備済み面積は少しずつ増大しました。（図4）。 

また、処理区域内人口は、町の人口減少に比例して減少していますが、水

洗化率は平成23年度以降、85%程度で推移しています（図5）。令和元年度にお

ける水洗化率は85.6%でした。 

 

 
図 4 整備済み面積の状況（特定環境保全公共下水道事業） 

 

 

 
図 5 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の状況（特定環境保全公共下水道事業） 
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ウ）農業集落排水事業 

農業集落排水事業は、平成5年度の供用開始以降、処理区域の拡張は行って

おりません。 

また、処理区域内人口は、町の人口減少に比例して減少しています。水洗

化率は人口が少ないため大きく変動していますが、平成28年度以降は85%を超

過しています（図6）。令和元年度における水洗化率は92.6%でした。 

 

 
図 6 処理区域内人口、水洗化人口及び水洗化率の状況（農業集落排水事業） 

 

（２）みなかみ町の水環境 

本町は、「利根川の源流のまち」として、豊富な水資源を有しています。そ

して、下水道はこれら水資源の水質保全を行うために重要な役割を果たしてい

て、水資源の水質はとてもきれいに維持されています。 

河川では水質汚濁の指標となるBODは0.5mg/L未満、SSは3mg/L以下となって

います（表2）。また、湖沼では、CODが洞元湖で3.1mg/Lと環境基準(3.0 

mg/L）をやや超過しているものの、SSは2mg/L以下であり（表3）、群馬県内の
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これらクリーンな水資源を未来に残すためには、将来にわたり下水道施設が

適切に管理運営されている必要があります。 

そのためには、日々の維持管理はもちろんですが、種々の施設・設備が適切

に機能する必要があります。したがって、耐用年数を過ぎて老朽化した施設は

機能低下や運転コストの増加を招くため、施設の改築更新が必要となります。  
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表 2 群馬県の公共用水域（河川）の水質測定結果（令和元年度） 

 

出典：群馬県環境森林部環境政策課編『令和2年版 環境白書』（2020年） 
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表 3 群馬県の公共用水域（湖沼）の水質測定結果（令和元年度） 

 

出典：群馬県環境森林部環境政策課編『令和2年版 環境白書』（2020年） 

 

 

（３）みなかみ町の下水道施設 

１）施設の概要 

本町における下水道関連施設の数量を表4に示します。 

本町の合併前より各旧町村で供用を行っているため、施設も広範囲にわた

って設置されています。 

 

表 4 下水道関連施設の数量 

施設の種類 単位 
数量 

月夜野 新治 水上 平出 合計 

管路延長 km 50.9 24.9 43.7 0.9 120.4 

終末処理場 か所 0 1 0 1 2 

ポンプ場 か所 2 1 5 0 8 

マンホールポンプ場 か所 1 13 7 0 20 

 

２）管路施設 

下水道施設のうち管路を見てみると、本町全体で約120km布設されていま

す。また、これら管路の年度別布設延長は図7のとおりです。 

管路施設は昭和52年度から布設を開始し、その後も処理分区の拡張に応じ

て布設を進めてきました。なお、図中の不明は施工年度が不明な管路延長で
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すが、今後、地方公営企業法適用のための移行年度における固定資産台帳整

備の中で施工年を調査し、整理していきます。 

 

 

図 7 年度別の管路の布設延長 

管路の耐用年数は50年ですが、昭和55年度以前に布設された管路が経営戦

略の対象期間中に耐用年数を超過します。耐用年数を超過した管路は危険性

が高いため、早急に対処が必要となります。 

また、現在既知である管路のうち、古い管路は腐食しやすいコンクリート

製や鋳鉄製が約半数であり、耐用年数を迎えていなくても危険な状態である

可能性があります。 

 
※ 管種が不明である管路を除いて集計した。 

図 8 管種の割合 
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国交省水管理・国土保全局下水道部『下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン』（2020

年）p.3図 1.3 より 

図 9 布設経過年数と道路の陥没件数  

 

 

本町では、平成2年度以前に布設した管路が、経営戦略の対象期間に経過年

数40年を超過し、その距離は23.5kmに及びます（ただし、施工年度が不明な

管路を除く）。さらに、施工年度が不明な管路が約半分あるため、これらの延

長はさらに多いと考えられます。 

また、これらの長い年数が経過した管路は更新を行う必要がありますが、

供用開始当時に布設した管路は長距離にわたっており、これらの更新を一度

に行うことが困難です（図10中の”更新”がその年に更新が必要な管路の延

長距離）。 

したがって、今後は、ストックマネジメント計画を策定し、管路の更新を

効率的に行う予定でありますが、管路は地中に埋設されているため、職員の

みでは対応できず、多大な費用が必要であると見込まれます。 

 

 

図 10 年度別布設延長距離 
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３）汚水処理施設 

猿ヶ京処理分区は、単独の特定環境保全公共下水道であり、湯宿処理場を

有しています。 

湯宿処理場は供用が開始されて以降、平成10年度に処理場の増設、管路施

設及びポンプ場施設の整備を行っています。令和2年度末の時点では、35年が

経過しており、老朽化が進行している状況です。 

このため、本町では老朽化の状況を把握し、効率的な維持管理及び改築・

更新を行えるよう、湯宿処理場の長寿命化計画を策定しました（平成25年度

策定、平成29年度改訂）。 

しかし、表5に示すとおり、長寿命化計画を策定した平成25年度末時点です

でに、耐用年数が長い管理棟（躯体）や管路施設などを除き、ほとんどの施

設・設備は耐用年数を大きく超過した（耐用年数超過率が1.0を超過した）状

況でした。 

また、農業集落排水の平出処理分区も処理施設を有しており、平成5年度に

供用を開始しました。令和2年度末の時点では、27年が経過しており、老朽化

が進行している状況です。 

農業集落排水事業では平成29年度に最適整備構想を策定しました。これに

より、機械電気設備においてはほとんどが耐用年数を超過した状況となって

いて、特に汚泥引抜ポンプ及びばっ気ブロワに関しては能力低下や、発錆・

腐食、異音・振動等の変状が確認されました。 

また、耐用年数を超過していない施設も、前項「２）管路施設」や写真1に

示したように、老朽化が進行している状況です。 

したがって、現在まで適切な維持管理を行うことで施設を運用してきてい

ますが、耐用年数を超過した施設・設備が多くなっており、今後、改築・更

新が必要な状況となっています。 
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表 5 各施設の耐用年数超過率、及び標耐用年数率（平成 25 年度末時点） 

 
※ 耐用年数超過率は、次の式で求められる。 耐用年数超過率 ＝ 

経過年数

標準耐用年数
  

出典：みなかみ町『みなかみ町猿ヶ京処理区長寿命化計画（湯宿処理場） 計画説明書』（2019年） 

 

  

小日向ポンプ場 平出処理場 

写真 1 施設の老朽化の状況 

鉄筋が露出している 

ひび割れが著しいため補修した 
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（４）事業の現況 

本町の下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農

業集落排水事業の３つの事業からなります。 

公共下水道事業は、主として市街地における下水を排除し処理する事業をい

い、本町では月夜野処理分区、水上処理分区の一部で実施しています。 

特定環境保全公共下水道事業は、湖沼周辺地域等の自然環境の保全または農

山漁村における生活環境の改善を図るための事業をいい、本町では月夜野処理

分区、猿ヶ京処理分区の一部で実施しています。 

農業集落排水事業は、農用地や農業振興地域における農業用水と公共用水域

の保全及び農村生活環境の改善を図ることを目的に実施する事業をいい、本町

では平出処理分区で実施しています。 

それぞれの事業の現況は次のとおりです。 

①施設 

ア）公共下水道事業 

表 6 施設の現況（公共下水道事業） 

供用開始年月日（供用開始後年数） 昭和 56年 4月 1 日（39 年） 

処理区域内人口密度 19.2（人／ha） 

流域下水道への接続の有無 有 

処理区数 2 か所 

処理場数 なし 

広域化・共同化・最適化実施状況 

【広域化】 

利根川上流流域下水道へ接続しています。 

(利根川上流流域下水道（奥利根処理区）) 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

表 7 施設の現況（特定環境保全公共下水道事業） 

供用開始年月日（供用開始後年数） 昭和 63年 5月 1 日（32 年） 

処理区域内人口密度 13.7（人／ha） 

流域下水道への接続の有無 有 

処理区数 3 か所 

処理場数 1 か所 

広域化・共同化・最適化実施状況 

【広域化】 

利根川上流流域下水道へ接続しています。 

(利根川上流流域下水道（奥利根処理区）) 
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ウ）農業集落排水事業 

表 8 施設の現況（農業集落排水事業） 

供用開始年月日（供用開始後年数） 平成 5 年 10月 1 日（27 年） 

処理区域内人口密度 13.5（人／ha） 

流域下水道への接続の有無 無 

処理区数 １か所 

処理場数 １か所 

広域化・共同化・最適化実施状況 該当なし 

 

②使用料 

本町は、平成17年度に旧月夜野町、旧水上町及び旧新治村の合併により誕生

しました。このため、下水道使用料は各地区で異なっていましたが、平成26年

5月に使用料の改定を行い、現在では町全体で同一料金となっています。 

しかし、この改定は、合併前より協議していた全処理分区で使用料を統一す

るための改定でした。 

下水道事業は本来、その事業に伴う収入によってその経費を賄い、自立性を

もって事業を継続していく独立採算制が原則です。健全な下水道事業の運営に

当たっては、必要に応じて使用料の見直しも考える必要があります。 

使用料改定の審議会においても収納率の向上など、いくつかの意見をいただ

きつつ、今後の下水道事業の運営に当たっては定期的に経営状況の検証を行

い、健全な事業運営が可能となる下水道使用料の見直しを行うことが望ましい

との答申を受けました。 

今後は、地方公営企業法を適用し、下水道事業の効率的な運営を目指してま

いりますが、施設の老朽化に伴い、修繕費や改築更新費が今後増大する見込み

です。 

現在は、職員の経験に基づき、適正な修繕を行うことで住民サービスを維持

することができていますが、今後は、技術職員の減少や多くの施設が老朽化す

ることが予測されることから、計画的な維持管理が必要となります。 

そこで、みなかみ町では、令和4年度にストックマネジメント計画を策定

し、計画的、効率的な事業を実施することでコスト縮減を図っていく予定です

が、使用料についても検討を重ねていきます。 

 

ア）公共下水道事業 

公共下水道事業の使用料は、基本料金と従量料金からなっています。従量

料金は、実際に使用した水道量に応じて係る料金です。平成26年５月１日に



17 

現在の使用料体系となりました。公共下水道事業の１か月あたりの使用料

（税抜き）は次のとおりです。 

 

表 9 下水道使用料（公共下水道事業） 

排除汚水量 使用料 

10 ㎥まで 基本料金 1,200 円 

10 ㎥を超え 50 ㎥まで １㎥につき 125 円 

50 ㎥を超え 300 ㎥まで １㎥につき 130 円 

300 ㎥を超えるもの １㎥につき 140 円 

また、条例上の使用料（一般家庭における20㎥あたりの使用料）及び実質

的な使用料（料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたも

の（家庭用のみでなく業務用を含む））は次のとおりです。 

 

表 10 20 ㎥あたりの下水道使用料（公共下水道事業） 

条例上の使用料 

（20 ㎥あたり） 

平成 29 年度 2,592 円 

平成 30 年度 2,592 円 

令和元年度 2,640 円 

実質的な使用料 

（20 ㎥あたり） 

平成 29 年度 2,960 円 

平成 30 年度 2,958 円 

令和元年度 2,947 円 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

特定環境保全公共下水道事業の使用料体系及び条例上の使用料は公共下水

道事業と同様です。 

また、実質的な使用料（料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20

㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む））は次のとおりです。 

 

表 11 20 ㎥あたりの実質的な使用料（特定環境保全公共下水道事業） 

実質的な使用料 

（20 ㎥あたり） 

平成 29 年度 3,057 円 

平成 30 年度 3,252 円 

令和元年度 3,218 円 

 

 

ウ）農業集落排水事業 

農業集落排水事業の使用料は、使用料体系及び条例上の使用料は公共下水

道事業と同様です。 
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また、実質的な使用料（料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20

㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む））は次のとおりです。 

 

表 12 20 ㎥あたりの実質的な使用料（農業集落排水事業） 

実質的な使用料 

（20 ㎥あたり） 

平成 29 年度 3,201 円 

平成 30 年度 3,602 円 

令和元年度 3,669 円 

 

③組織 

本町下水道事業は、生活水道課上下水道係で運営しており、４名の職員が事

業に携わっています。令和２年４月１日現在の組織図は次のとおりです。 

 

 

図 11 下水道事業の組織図 

  

生活水道課

上下水道係

環境政策室
奥利根アメニ

ティパーク
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（５）民間活力の活用等 

 民間活力や資産の活用状況は以下のとおりです。 

①民間活用の状況 

表 13 民間活用の状況 

民間委託（包括的民間

委託を含む） 
汚水処理施設の管理業務を委託しています。 

指定管理者制度 該当なし 

PPP・PFI 該当なし 

 

②資産活用の状況 

表 14 資産活用の状況 

エネルギー利用（下水熱・下

水汚泥・発電等） 
該当なし 

土地・施設等利用（未利用土

地・施設の活用等） 
該当なし 
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（６）経営分析 

①収支の状況 

各事業における過去の収支の状況は次のとおりです。なお、収益的収支と

は、経常的な経営活動による収支のことであり、資本的収支とは、建設改良

費、地方債償還金及びこれに対応する財源状況等をいいます。 

 

ア）公共下水道事業 

過去9年間において、収益的収支はプラスとなっていますが、収入のうち、

約3億円弱は一般会計繰入金によっているためです。 

現在では、繰入金を操出基準内におさめ（詳細はp.21「②一般会計繰入金

の状況」を参照のこと。）、サービス維持のために最低限必要な水準まで管理

費用を圧縮しています。このため、さらに将来的なサービスを維持するため

の十分な収益の確保までは至っていない状況となっています。 

さらに、更新投資は資金繰りに問題が生じない範囲に留めているにすぎ

ず、耐用年数を過ぎた管路等の施設・設備で更新が必要であるにもかかわら

ず、これら将来的なサービス維持のために必要となる更新等を十分に行うこ

とができていない状況です。 

また、収支再差引は赤字の年度があるため、資金繰りが厳しい状況にあ

り、留意が必要になります。 

 

表 15 過去の収支の状況（公共下水道事業） 

（金額単位：千円） 

 
  

項目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.収益的収支

 (1)総収益(B)+(C) (A) 443,660 444,612 425,765 467,528 484,628 467,528 454,251 450,493 468,969

　ア.営業収益(B) 174,347 167,038 158,144 192,755 207,311 214,529 220,358 218,504 208,085

　イ.営業外収益(C) 269,313 277,574 267,621 274,773 277,317 252,999 233,893 231,989 260,884

 (2)総費用(E)+(F) (D) 319,068 308,793 286,529 268,829 276,206 243,538 226,021 228,334 244,484

　ア.営業費用(E) 227,632 218,479 203,117 189,386 196,064 178,842 160,424 171,793 187,133

　イ.営業外費用(F) 91,436 90,314 83,412 79,443 80,142 64,696 65,597 56,541 57,351

 (3)収支差引(A)-(D) (G) 124,592 135,819 139,236 198,699 208,422 223,990 228,230 222,159 224,485

2.資本的収支

 (1) 資本的収入(H) 230,865 243,280 228,800 199,812 274,809 176,948 129,211 107,393 138,173

 (2) 資本的支出(I) 389,312 408,088 382,019 402,655 481,471 414,570 378,845 329,261 343,714

 (3)収支差引(H)-(I) (K) △ 158,447 △ 164,808 △ 153,219 △ 202,843 △ 206,662 △ 237,622 △ 249,634 △ 221,868 △ 205,541

3.収支再差引(G)+(K) △ 33,855 △ 28,989 △ 13,983 △ 4,144 1,760 △ 13,632 △ 21,404 291 18,944



21 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

過去9年間においては、収益的収支及び収支再差引は毎年度プラスとなって

いますが、これは公共下水道事業と同様の理由によるものです。現状では、

将来的なサービスを維持するため、十分な収益の確保や施設・設備の更新等

を十分に行うことができている状況ではありません。 

表 16 過去の収支の状況（特定環境保全公共下水道事業） 

（金額単位：千円） 

 
 

ウ）農業集落排水事業 

過去9年間においては、収益的収支及び収支再差引は毎年度プラスとなって

いますが、これは下水道事業と同様の理由によるものです。現状では、将来

的なサービスを維持するため、十分な収益の確保や施設・設備の更新等を十

分に行うことができている状況ではありません。 

表 17 過去の収支の状況（農業集落排水事業） 

（金額単位：千円） 

 
 

②一般会計繰入金の状況 

公営企業である下水道事業においては、その経営に要する経費は経営に伴う

収入（使用料）をもって充てる独立採算制が原則とされています。しかしなが

ら、「その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当で

ない経費」及び「当該公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその経

営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経

費」については、一般会計等で負担するものとされており、この経費負担区分

項目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.収益的収支

 (1)総収益(B)+(C) (A) 133,646 131,626 148,748 153,009 168,835 188,090 189,987 159,594 177,076

　ア.営業収益(B) 46,188 46,425 45,783 48,471 49,029 52,893 50,342 52,876 52,015

　イ.営業外収益(C) 87,458 85,201 102,965 104,538 135,197 135,197 139,645 106,718 125,061

 (2)総費用(E)+(F) (D) 78,906 96,515 83,361 80,023 101,091 92,170 77,581 76,208 82,185

　ア.営業費用(E) 42,506 61,661 52,102 51,581 74,448 68,523 58,224 60,261 66,720

　イ.営業外費用(F) 36,400 34,854 31,259 28,442 26,643 23,647 19,357 15,947 15,465

 (3)収支差引(A)-(D) (G) 54,740 35,111 65,387 72,986 67,744 95,920 112,406 83,386 94,891

2.資本的収支

 (1) 資本的収入(H) 97,814 124,612 119,387 81,526 106,614 64,339 117,547 54,221 47,180

 (2) 資本的支出(I) 127,948 150,969 175,726 142,727 164,512 152,808 217,816 132,053 138,620

 (3)収支差引(H)-(I) (K) △ 30,134 △ 26,357 △ 56,339 △ 61,201 △ 57,898 △ 88,469 △ 100,269 △ 77,832 △ 91,440

3.収支再差引(G)+(K) 24,606 8,754 9,048 11,785 9,846 7,451 12,137 5,554 3,451

項目 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.収益的収支

 (1)総収益(B)+(C) (A) 2,220 2,444 5,148 8,241 7,273 4,622 14,273 4,632 3,221

　ア.営業収益(B) 380 374 351 372 415 386 450 422 346

　イ.営業外収益(C) 1,840 2,070 4,797 7,869 6,858 4,236 13,823 4,210 2,875

 (2)総費用(E)+(F) (D) 2,220 2,444 1,905 2,287 2,973 2,744 6,214 2,907 2,781

　ア.営業費用(E) 2,220 2,444 1,905 2,280 2,954 2,740 6,200 2,900 2,764

　イ.営業外費用(F) 0 0 0 7 19 4 14 7 17

 (3)収支差引(A)-(D) (G) 0 0 3,243 5,954 4,300 1,878 8,059 1,725 440

2.資本的収支

 (1) 資本的収入(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 (2) 資本的支出(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 (3)収支差引(H)-(I) (K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3.収支再差引(G)+(K) 0 0 3,243 5,954 4,300 1,878 8,059 1,725 440
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ルールについては毎年度「繰出基準」として総務省より各地方公共団体に通知

されています。 

「繰出基準」に基づく一般会計から下水道事業への繰入金を基準内繰入金、

「繰出基準」に基づかない一般会計から下水道事業への繰入金を基準外繰入金

といいます。各事業の一般会計からの繰入金の状況は次のとおりです。 

 

ア）公共下水道事業 

過去9年間においては、平成23年度から平成25年度において基準外繰入金が

生じていますが、近年では基準外繰入金はなく、基準内の繰入金となってい

ます。毎年度3億円弱程度の繰入金となっています。 

 

 
図 12 過去の一般会計繰入金の状況（公共下水道事業） 
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イ）特定環境保全公共下水道事業 

過去9年間においては、平成23年度から平成25年度、平成28年度に基準外繰

入金がありますが、その他の年度において基準外繰入金はなく、基準内の繰

入金となっています。毎年度1億円強程度の繰入金となっています。 

  
図 13 過去の一般会計繰入金の状況（特定環境保全公共下水道事業） 

 

ウ）農業集落排水事業 

過去9年間においては、平成23年度から平成25年度において基準外繰入金が

生じていますが、近年では基準外繰入金はなく、基準内の繰入金となってい

ます。過去9年間においては2百万円から10百万円程度で推移しています。 

  
図 14 過去の一般会計繰入金の状況（農業集落排水事業） 
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③地方債の状況 

地方債とは、下水道事業のような地方公営企業が1会計年度を超えて行う借

入れをいいます。 

地方債を発行することで、後年度に返済のための元利償還金が発生します

が、下水道の施設・設備は将来にわたって使用することができ、世代間の公平

性の観点から、下水道の施設・設備の整備に必要な財源として地方債を活用し

ています。しかし、地方債の発行は、後年度の財政負担を増加させる要因にな

りますので、地方債の残高と元金償還額とのバランスが重要となります。地方

債残高及び地方債元利償還金の状況は次のとおりです。 

 

ア）公共下水道事業 

元金償還が進んだため、地方債残高は平成23年度の3,999,487千円から令和

元年度の2,795,314千円まで減少しています。また、元利償還金も平成23年度

の388,199千円から令和元年度の321,660千円まで減少しています。 

  
図 15 過去の地方債残高と元利償還金の状況（公共下水道事業） 
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イ）特定環境保全公共下水道事業 

元金償還が進んだため、地方債残高は平成23年度の1,300,005千円から令和

元年度の841,240千円まで減少しています。また、元利償還金も平成23年度の

135,199千円から令和元年度の105,861千円まで減少しています。 

  
図 16 過去の地方債残高と元利償還金の状況（特定環境保全公共下水道事業） 
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ア）公共下水道事業 

経費回収率は平成23年度から平成25年度の期間においては65.6～67.5%で推

移していましたが、その後、元金償還が進んだため平成28年度を除き、経費

回収率は増加傾向を示し、平成29年度以降は約90%で推移しています。 

 

 
図 17 過去の経費回収率の状況（公共下水道事業） 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

平成23年度から平成26年度の期間において68.1～77.8%で推移していた経費

回収率は、平成27年度には56.1%まで減少しました。その後、経費回収率は上

昇傾向にありますが、令和元年度ではやや減少し、73.4%でした。 

 

 
図 18 過去の経費回収率の状況（特定環境保全公共下水道事業） 
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ウ）農業集落排水事業業 

経費回収率は、平成23年度以降、20%を下回って推移しています。 

これは汚水処理費が高額であることに起因しています。農業集落排水事業

は処理人口が少ないため、汚水処理においてスケールメリットが得られず、

維持管理費が高額になっています。 

なお、農業集落排水事業における汚水処理費は維持管理費のみで資本費は

ありません（「③地方債の状況」で示したとおり元利償還金はありません）。 

 

 

図 19 過去の経費回収率の状況（農業集落排水事業） 

 

⑤経営比較分析表の指標の状況 
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行うことで、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することを目的に作成

した経営比較分析表を別紙に添付しています。 
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３．将来の事業環境 

（１）処理区域内人口の予測 

ア）公共下水道事業 

本町全体の人口は減少する見込みであり、国立社会保障・人口問題研究所

の将来人口推計の人口減少率を用いて本町全体の人口を推計しています。公

共下水道事業の処理区域内人口は、令和3年度の6,536人から令和12年度の

5,326人まで減少する見込みです。公共下水道事業における処理区域内人口の

推移は次のとおりです。 

 

 

図 20 処理区域内人口の推移（公共下水道事業・推計） 
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の将来人口推計の人口減少率を用いて本町全体の人口を推計しています。特

定環境保全公共下水道事業の処理区域内人口も令和3年度の1,867人から令和

12年度には1,522人まで減少する見込みです。特定環境保全公共下水道事業に

おける処理区域内人口の推移は次のとおりです。 
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図 21 処理区域内人口の推移（特定環境保全公共下水道事業・推計） 

 

 

ウ）農業集落排水事業 

本町全体の人口は減少する見込みであり、国立社会保障・人口問題研究所

の将来人口推計の人口減少率を用いて本町全体の人口を推計しています。農

業集落排水事業の処理区域内人口も令和3年度の24人から令和12年度には20人

まで減少する見込みです。農業集落排水事業における処理区域内人口の推移

は次のとおりです。 

 

 

図 22 処理区域内人口の推移（農業集落排水事業・推計） 
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（２）有収水量の予測 

ア）公共下水道事業 

処理区域内人口の減少に伴って有収水量も減少を見込んでいます。令和3年

度の1,360,148㎥から令和12年度の1,165,279㎥まで減少を見込んでいます。

公共下水道事業における有収水量の推移は次のとおりです。 

 

 
図 23 有収水量の推移（公共下水道事業・推計） 
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イ）特定環境保全公共下水道事業 

処理区域内人口の減少に伴って有収水量も減少を見込んでいます。令和3年

度の316,166㎥から令和12年度の252,261㎥まで減少を見込んでいます。特定

環境保全公共下水道事業における有収水量の推移は次のとおりです。 

 
図 24 有収水量の推移（特定環境保全公共下水道事業・推計） 
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処理区域内人口の減少に伴って有収水量も減少を見込んでいます。令和3年

度の1,845㎥から令和12年度の1,472㎥まで減少を見込んでいます。農業集落

排水事業における有収水量の推移は次のとおりです。 

 
図 25 有収水量の推移（農業集落排水事業・推計） 
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（３）使用料収入の見通し 

ア）公共下水道事業 

有収水量の減少に伴って使用料収入も令和3年度の200,422千円から令和12

年度の171,708千円まで減少を見込んでいます。 

公共下水道事業における使用料収入の推移は次のとおりです。 

 

 
図 26 使用料収入の推移（公共下水道事業・推計） 
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イ）特定環境保全公共下水道事業 

有収水量の減少に伴って使用料収入も令和3年度の49,872千円から令和12年

度の41,067千円まで減少を見込んでいます。特定環境保全公共下水道事業に

おける使用料収入の推移は次のとおりです。 

 
図 27 使用料収入の推移（特定環境保全公共下水道事業・推計） 
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（４）施設の見通し 

ア）公共下水道事業 

供用開始後30年が経過した管や施設があるため下水道施設の老朽化が進ん

できています。老朽化に伴い、管路の腐食、不明水の侵入や、木の根による

管路の閉塞、各施設の故障が発生してしまう恐れがあります。そのため、現

場の状況を確認しながら、計画的に改修が出来るように努める必要がありま

す。 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

供用開始後30年が経過した管や施設があるため下水道施設の老朽化が進ん

できています。老朽化に伴い、管路の腐食、不明水の侵入や、木の根による

管路の閉塞、各施設の故障が発生してしまう恐れがあります。そのため、現

場の状況を確認しながら、計画的に改修が出来るように努める必要がありま

す。 

 

ウ）農業集落排水事業 

供用開始後20年以上が経過し、老朽化に伴う雨水の侵入や木の根による管

路の閉塞、処理施設の故障が発生する恐れがあります。現在大規模な修繕は

生じない見込みですが、汚水の安定的な処理を行うためには計画的な施設管

理や老朽化対策が必要になります。 

 

（５）組織の見通し 

公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業の３事

業を生活水道課の上下水道係で運営する現在の組織体制が続くことを想定して

います。 
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４．経営の基本方針 

（１）下水道事業における今後の事業運営 

下水道事業の経営状況は厳しさを増していますが、経営改善に向け、以下の

取組について検討を行っていきます。なお、これらの取組のうち、全体計画の

見直しや施設管理の効率化においてはまだ検討を始めた段階のため、今回の経

営戦略では、「５．投資・財政計画」に示すとおり、これらの取組については

組み入れていません。しかし、経営改善にむけ、今後も検討をつづけていきま

す。 

 

１）地方公営企業法の適用 

下水道を含む地方公営企業は、独立採算制が原則ですが、そのためには事業

の経営状況（利益がいくらあったかなど）、財政状況（現在の資産はどれくら

いかなど）を正しく把握して運営していくことが必要です。しかし、従来の現

金主義・単式簿記の官庁会計ではこれら経営状況や財政状況を把握するのは困

難です。 

地方公営企業法を適用すると、会計方式が官庁会計から発生主義・複式簿記

の公営企業会計に代わり、経営状況や財政状況を正確に把握することができる

ようになります。さらに、町長部局とは異なる、自主性をもった組織体制とな

ることで、柔軟な経営が行えるようになります。 

今後、みなかみ町ではより効率的な経営を行うため、全事業において令和6

年度に地方公営企業の適用を目指します。 

 

２）全体計画の見直し 

現在のみなかみ町は、合併前の旧町村の処理区域を受け継いでおり、広い範

囲でサービスを提供しています。また事業の種類（公共下水道、特定環境保全

公共下水道、農業集落排水）も多く、それぞれが別々の事業となっているため

非効率な部分もあります。しかし、将来人口が減少すると、処理効率が悪くな

ることから維持管理費が増大し、広大な処理区域や多種多様な事業を維持して

いくことが困難になってきます。 

そこで、今後は全体計画の見直しに際しては、処理区域の広域化や浄化槽へ

の変更を視野に入れて検討します。 
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３）施設管理の効率化 

下水道事業の経営状況は、「２．（６）経営分析」でも述べた通り資金繰りは

厳しい状況にあり、さらに、将来的には人口減少に伴い使用料収入も減少する

見込みであります。 

一方で、「２．（３）みなかみ町の下水道施設」でも述べた通り、老朽化が進

んでいる施設・設備が多数あり、対策が必要となっており、施設の点検・調査

や修繕・改築をより効率的に行っていかなければなりません。このため、今後

は、ストックマネジメント計画を策定、実施することでより効率的な施設管理

を目指します。 

 

４）水洗化率の向上 

「２．（１）①各事業の概要」で示した通り、令和元年度における水洗化率

は、公共下水道事業で87.2%、特定環境保全公共下水道事業で85.6%、農業集落

排水事業で92.6%でした。 

今後は、水源地として、公共用水域の水質保全や生活環境の保全・向上を図

るため、PR等をさらに積極的に行っていくことで、下水道未接続者への下水道

への接続を促し、水洗化率、汚水処理人口普及率の向上を図ります。 

 

（２）経営目標 

公共下水道事業においては、水洗化率を経営戦略対象期間中に5％向上する

ことを目標とします。特定環境保全公共下水道事業においては、水洗化率を経

営戦略対象期間中に1％向上することを目標とします。 

また、下水道施設等の効率的な維持管理に努め、快適で衛生的な生活環境づ

くりや水質保全に努めます。 

終末処理場やポンプ場、下水道管路などの下水道施設については、施設配置

の見直しも含め、老朽化対策、耐震化対策などを見据えた計画的な改修・更新

による経済的、効率的な維持管理を推進します。全ての事業において、経営戦

略対象期間中の経費回収率の3%向上を目標とします。 

なお、全事業において令和6年度に地方公営企業法の適用を目指しています

が、法適用により経費回収率の算出方法が変わるため、計画の見直しの際には

改めて目標設定するものとします。 
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５．投資・財政計画 

（１）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

ア）公共下水道事業 

社会資本総合整備計画及び公共施設等総合管理計画等の各種計画から建設

改良費を試算しました。また、流域下水道事業への建設負担金も建設改良費

として見込んでいます。 

既に起債済みの地方債については償還条件が決定していますが、経営戦略

対象期間中に起債する地方債に関する元金償還金については、償還期間30

年、据置期間5年、利率0.5％で元利均等償還する前提で試算しています。た

だし、地方債については、将来、元金償還金において据置期間をとらずに起

債することを検討しています。 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

社会資本総合整備計画及び公共施設等総合管理計画等の各種計画から建設

改良費を試算しました。また、流域下水道事業への建設負担金も建設改良費

として見込んでいます。 

既に起債済みの地方債については償還条件が決定していますが、経営戦略

対象期間中に起債する地方債に関する元金償還金については、償還期間30

年、据置期間5年、利率0.5％で元利均等償還する前提で試算しています。た

だし、地方債については、将来、元金償還金において据置期間をとらずに起

債することを検討しています。 

 

ウ）農業集落排水事業 

設備の更新に関する建設改良費を見込んでいます。 

 

②収支計画のうち財源についての説明 

ア）公共下水道事業 

処理区域内人口や有収水量の増減率を用いて使用料収入を試算しました。

経営戦略対象期間中における処理区域内人口や有収水量は減少傾向にあるた

め、使用料収入も令和3年度の200,423千円から令和12年度の171,708千円まで

減少する見込みです。 

維持管理費及び資本費等に充当するために、一般会計からの繰入金を見込
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んでおり、令和3年度の325,290千円から令和12年度の198,676千円まで減少す

る見込みです。なお、一般会計繰入金のうち、基準外の繰入金は令和3年度の

36,165千円から令和12年度の53,160千円まで増加する見込みです。 

また、国補助金及び地方債収入の対象となる工事に対して、これらの収入

を見込んでいます。なお、経営戦略対象期間中の経費回収率について、令和

３年度は98.2％を見込んでいますが、令和12年度には91.5％まで低下する見

込みです。 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

処理区域内人口や有収水量の増減率を用いて使用料収入を試算しました。

経営戦略対象期間中における処理区域内人口や有収水量は減少傾向にあるた

め、使用料収入も令和3年度の49,872千円から令和12年度の41,067千円まで減

少する見込みです。 

維持管理費及び資本費等に充当するために、一般会計からの繰入金を見込

んでおり、令和3年度の139,246千円から令和12年度の86,665千円まで減少す

る見込みです。なお、一般会計繰入金のうち、基準外の繰入金は令和3年度か

ら令和5年度までは生じませんが、令和６年度の306千円から令和12年度の

6,217千円まで増加する見込みです。 

国補助金及び地方債収入の対象となる工事に対して、これらの収入を見込

んでいます。なお、経営戦略対象期間中の経費回収率について、令和3年度は

74.8％を見込んでいますが、令和12年度には61.6％まで低下する見込みで

す。 

 

ウ）農業集落排水事業  

処理区域内人口や有収水量の増減率を用いて使用料収入を試算しました。

経営戦略対象期間中における処理区域内人口や有収水量は減少傾向にあるた

め、使用料収入も令和3年度の331千円から令和12年度の270千円まで減少する

見込みです。 

維持管理費に充当するために、一般会計からの繰入金を見込んでおり、令

和3年度の8,192千円から令和12年度の8,254千円とほぼ横ばいとなる見込みで

す。なお、一般会計繰入金のうち、基準外の繰入金は生じない見込みです。 

経営戦略対象期間中に建設改良費を見込んでいないため、その財源となる

地方債等は見込んでいません。 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

ア）公共下水道事業 

投資以外の経費（収益的支出）は、経営戦略対象期間中は令和3年度の

225,771千円から令和12年度の197,885千円と減少傾向にあります。 

投資以外の経費の試算に当たっては、過去の決算額等を踏まえ、各経費の

特性を考慮して試算しました。 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

投資以外の経費（収益的支出）は、経営戦略対象期間中は令和3年度の

75,920千円から令和12年度の68,374千円と減少傾向にあります。 

投資以外の経費の試算に当たっては、過去の決算額等を踏まえ、各経費の

特性を考慮して試算しました。 

 

ウ）農業集落排水事業 

投資以外の経費（収益的支出）は、経営戦略対象期間中における増減はな

く、令和3年度の3,524千円から令和12年度の3,524千円と同額となる見込みで

す。 

投資以外の経費の試算に当たっては、過去の決算額等を踏まえ、各経費の

特性を考慮して試算しました。 
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（２）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

投資・財政計画に未反映の取組みや、今後検討予定の取組みは次のとおりで

す。 

 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

ア）公共下水道事業 

表 18 今後の投資についての考え方・検討状況（公共下水道事業） 

広域化・共同化・最適化に関する

事項 
該当なし 

投資の平準化に関する事項 該当なし 

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど） 
該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

表 19 今後の投資についての考え方・検討状況（特定環境保全公共下水道事業） 

広域化・共同化・最適化に関する

事項 
該当なし 

投資の平準化に関する事項 該当なし 

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど） 
該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

ウ）農業集落排水事業 

表 20 今後の投資についての考え方・検討状況（農業集落排水事業） 

広域化・共同化・最適化に関する

事項 
該当なし 

投資の平準化に関する事項 該当なし 

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど） 
該当なし 

その他の取組 該当なし 
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②今後の財源についての考え方・検討状況 

ア）公共下水道事業 

表 21 今後の財源についての考え方・検討状況（公共下水道事業） 

使用料の見直しに関する事項 該当なし 

資産活用による収入増加の取組

について 
該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

表 22 今後の財源についての考え方・検討状況（特定環境保全公共下水道事業） 

使用料の見直しに関する事項 該当なし 

資産活用による収入増加の取組

について 
該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

ウ）農業集落排水事業 

表 23 今後の財源についての考え方・検討状況（農業集落排水事業） 

使用料の見直しに関する事項 該当なし 

資産活用による収入増加の取組

について 
該当なし 

その他の取組 該当なし 
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③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

ア）公共下水道事業 

表 24 投資以外の経費についての考え方・検討状況（公共下水道事業） 

民間活力の活用に関する事項（包

括的民間委託等の民間委託、指定

管理者制度、PPP/PFIなど） 

包括的民間委託について検討を行っている。 

職員給与費に関する事項 該当なし 

動力費に関する事項 該当なし 

薬品費に関する事項 該当なし 

修繕費に関する事項 該当なし 

委託費に関する事項 該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

イ）特定環境保全公共下水道事業 

表 25 投資以外の経費についての考え方・検討状況（特定環境保全公共下水道事業） 

民間活力の活用に関する事項（包

括的民間委託等の民間委託、指定

管理者制度、PPP/PFIなど） 

包括的民間委託について検討を行っている。 

職員給与費に関する事項 該当なし 

動力費に関する事項 該当なし 

薬品費に関する事項 該当なし 

修繕費に関する事項 該当なし 

委託費に関する事項 該当なし 

その他の取組 該当なし 

 

ウ）農業集落排水事業 

表 26 投資以外の経費についての考え方・検討状況（農業集落排水事業） 

民間活力の活用に関する事項（包

括的民間委託等の民間委託、指定

管理者制度、PPP/PFIなど） 

包括的民間委託について検討を行っている。 

職員給与費に関する事項 該当なし 

動力費に関する事項 該当なし 

薬品費に関する事項 該当なし 

修繕費に関する事項 該当なし 

委託費に関する事項 該当なし 

その他の取組 該当なし 
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６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

経営戦略は策定して終わりではありません。今後も継続的に見直し、更新し

ていくことが必要になります。進捗管理は毎年度、計画の達成状況について検

証を行い、改善策の実施及び計画の見直しという一連の流れ（PDCA サイク

ル）により行います。 

また、計画の定期的な見直し（ローリング）は、5年ごとに実施することと

し、その時点での経営実態、経営環境に照らし合わせて、計画の見直しを行い

ます。 

 

 

図 29 PDCA サイクル 

 

 

 

 

P(計画)

D(実施)

C(評価)

A(改善)



 

【別紙】公共下水道事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

 

（単位：千円）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 468,969 504,508 442,059 459,503 430,707 415,526 402,011 382,100 363,792 373,474 333,666 314,182

（１） (B) 208,085 204,504 200,423 197,267 194,062 190,808 187,505 184,437 181,323 178,164 174,959 171,708

ア 208,085 204,504 200,423 197,267 194,062 190,808 187,505 184,437 181,323 178,164 174,959 171,708

イ (C)

ウ

（２） 260,884 300,004 241,637 262,237 236,645 224,719 214,505 197,663 182,469 195,310 158,707 142,473

ア 260,759 300,000 239,920 260,520 234,928 223,002 212,788 195,946 180,752 193,593 156,990 140,756

イ 125 4 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717 1,717

２ (D) 244,484 290,050 225,771 221,002 216,537 212,601 209,161 206,152 203,593 201,445 199,481 197,885

（１） 187,133 244,514 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198 181,198

ア 21,661 27,168 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661

イ 165,472 217,346 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537 159,537

（２） 57,351 45,536 44,573 39,804 35,340 31,403 27,964 24,954 22,395 20,247 18,284 16,687

ア 47,336 42,143 38,091 33,321 28,857 24,920 21,481 18,471 15,912 13,764 11,801 10,204

イ 10,015 3,393 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483 6,483

３ (E) 224,485 214,458 216,288 238,502 214,169 202,926 192,849 175,948 160,200 172,029 134,185 116,297

1 (F) 138,173 113,959 134,201 97,111 57,837 57,158 56,576 55,615 54,570 82,746 80,466 79,350

（１） 106,400 87,600 86,800 50,600 33,500 33,500 33,500 33,500 33,500 46,000 46,000 46,000

36,200 37,000 24,200 24,800 25,300 26,200 30,300 43,300 48,800 53,200

（２） 14,125 14,738 12,998 12,108 11,415 10,735 10,153 9,192 8,147 8,142 5,862 4,746

（３）

（４）

（５） 16,250 11,500 32,389 32,389 12,167 12,167 12,167 12,167 12,167 26,931 26,931 26,931

（６） 1,398 121 2,013 2,013 756 756 756 756 756 1,674 1,674 1,674

（７）

２ (G) 343,714 345,760 350,489 335,612 272,007 260,083 249,426 231,563 214,770 254,775 214,651 195,647

（１） 69,390 76,633 83,286 83,286 31,286 31,286 31,286 31,286 31,286 69,250 69,250 69,250

（２） (H) 274,324 269,127 267,203 252,326 240,721 228,798 218,140 200,278 183,484 185,525 145,401 126,397

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 205,541 △ 231,801 △ 216,288 △ 238,502 △ 214,169 △ 202,926 △ 192,849 △ 175,948 △ 160,200 △ 172,029 △ 134,185 △ 116,297

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



 

【別紙】公共下水道事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

(J) 18,944 △ 17,343

(K)

(L) 7,494 26,438 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095

(M)

(N) 26,438 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095

(O) 8,500

(P) 17,938 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 208,085 204,504 200,423 197,267 194,062 190,808 187,505 184,437 181,323 178,164 174,959 171,708

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 2,795,314 2,613,787 2,433,384 2,231,658 2,024,437 1,829,139 1,644,499 1,477,721 1,327,737 1,188,212 1,088,811 1,008,414

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

260,759 111,190 239,920 260,520 234,928 223,002 212,788 195,946 180,752 193,593 156,990 140,756

260,759 111,190 239,920 260,520 234,928 223,002 212,788 195,946 180,752 193,593 156,990 140,756

14,125 14,738 12,998 12,108 11,415 10,735 10,153 9,192 8,147 8,142 5,862 4,746

14,125 14,738 12,998 12,108 11,415 10,735 10,153 9,192 8,147 8,142 5,862 4,746

274,884 125,928 252,918 272,628 246,343 233,736 222,942 205,138 188,899 201,735 162,852 145,502

令和12年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度 から の繰 越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 90.4% 90.2%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

94.0% 96.5% 96.7% 96.9%

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

89.7% 97.1% 94.2% 94.1% 94.1% 94.0%

健全化法施行令第16 条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則 第６ 条に 規定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17 条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化法 第 22 条 に より 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度



 

【別紙】特定環境保全公共下水道事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

（単位：千円）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 177,076 162,685 164,627 158,951 152,688 144,997 135,976 126,329 117,389 121,950 102,680 94,549

（１） (B) 52,015 51,494 49,872 48,865 47,856 46,844 45,830 44,882 43,932 42,979 42,024 41,067

ア 52,015 51,494 49,872 48,865 47,856 46,844 45,830 44,882 43,932 42,979 42,024 41,067

イ (C)

ウ

（２） 125,061 111,191 114,755 110,085 104,832 98,153 90,146 81,448 73,458 78,971 60,656 53,482

ア 125,032 111,190 114,723 110,053 104,800 98,120 90,114 81,415 73,426 78,939 60,624 53,450

イ 29 1 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32

２ (D) 82,185 99,435 75,920 74,339 72,852 71,628 70,640 69,878 69,327 68,935 68,594 68,374

（１） 66,720 87,347 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102 65,102

ア 21,661 18,112 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661 21,661

イ 45,059 69,235 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441 43,441

（２） 15,465 12,088 10,818 9,237 7,750 6,526 5,538 4,776 4,225 3,833 3,492 3,271

ア 12,961 11,234 9,267 7,686 6,199 4,975 3,988 3,225 2,674 2,282 1,942 1,721

イ 2,504 854 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551 1,551

３ (E) 94,891 63,250 88,707 84,611 79,836 73,369 65,335 56,451 48,062 53,015 34,086 26,176

1 (F) 47,180 21,562 19,771 19,759 8,167 8,149 8,125 8,099 8,076 16,606 16,555 16,533

（１） 35,700 21,200 9,800 9,800 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 8,300 8,300 8,300

300 1,300 2,300 3,300 4,200 5,200 6,200

（２） 331 301 304 291 277 259 235 209 186 198 147 125

（３）

（４）

（５） 9,900 9,254 9,254 3,476 3,476 3,476 3,476 3,476 7,694 7,694 7,694

（６） 1,249 61 414 414 414 414 414 414 414 414 414 414

（７）

２ (G) 138,620 91,846 105,730 102,641 87,320 81,517 73,460 64,551 56,138 69,621 50,641 42,709

（１） 45,720 2,744 19,445 19,445 7,889 7,889 7,889 7,889 7,889 16,326 16,326 16,326

（２） (H) 92,900 89,102 86,285 83,197 79,431 73,628 65,571 56,661 48,249 53,295 34,315 26,383

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 91,440 △ 70,284 △ 85,959 △ 82,882 △ 79,153 △ 73,369 △ 65,335 △ 56,451 △ 48,062 △ 53,015 △ 34,086 △ 26,176

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



 

【別紙】特定環境保全公共下水道事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

(J) 3,451 △ 7,034 2,749 1,729 683

(K)

(L) 17,691 21,142 14,108 16,857 18,586 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269

(M)

(N) 21,142 14,108 16,857 18,586 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269

(O)

(P) 21,142 14,108 16,857 18,586 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269 19,269

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 52,015 51,494 49,872 48,865 47,856 46,844 45,830 44,882 43,932 42,979 42,024 41,067

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 841,240 773,338 696,853 623,456 548,025 478,397 416,826 364,164 319,915 274,920 248,905 230,822

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

125,032 111,190 138,879 135,216 130,972 124,957 116,927 108,203 100,189 105,796 87,430 80,235

125,032 111,190 138,879 135,216 130,972 124,957 116,927 108,203 100,189 105,796 87,430 80,235

331 301 368 358 347 331 310 286 265 280 231 212

331 301 368 358 347 331 310 286 265 280 231 212

125,363 111,491 139,246 135,574 131,319 125,288 117,236 108,489 100,455 106,077 87,662 80,447

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度 から の繰 越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 101.1% 86.3%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

99.8% 99.8% 99.8% 99.8%

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

101.5% 100.9% 100.3% 99.8% 99.8% 99.8%

健全化法施行令第16 条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則 第６ 条に 規定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17 条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に より 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度

令和12年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度



 

【別紙】農業集落排水事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

（単位：千円）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 3,221 2,384 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524 8,524

（１） (B) 346 384 331 324 317 310 303 296 290 283 277 270

ア 346 384 331 324 317 310 303 296 290 283 277 270

イ (C)

ウ

（２） 2,875 2,000 8,192 8,200 8,207 8,214 8,221 8,227 8,234 8,241 8,247 8,254

ア 2,875 2,000 8,192 8,200 8,207 8,214 8,221 8,227 8,234 8,241 8,247 8,254

イ

２ (D) 2,781 3,835 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524 3,524

（１） 2,764 3,829 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512

ア

イ 2,764 3,829 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512 3,512

（２） 17 6 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

ア

イ 17 6 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

３ (E) 440 △ 1,451 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

（１） 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和9年度 令和10年度 令和11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



 

【別紙】農業集落排水事業 投資・財政計画（収支計画） 

 

 

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

(J) 440 △ 1,451

(K)

(L) 9,783 10,223 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772

(M)

(N) 10,223 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772

(O)

(P) 10,223 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772 8,772

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 346 384 331 324 317 310 303 296 290 283 277 270

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,875 2,000 8,192 8,200 8,207 8,214 8,221 8,227 8,234 8,241 8,247 8,254

2,875 2,000 8,192 8,200 8,207 8,214 8,221 8,227 8,234 8,241 8,247 8,254

2,875 2,000 8,192 8,200 8,207 8,214 8,221 8,227 8,234 8,241 8,247 8,254

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度 から の繰 越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16 条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則 第６ 条に 規定 する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17 条により算定した
事 業 の 規 模

健 全 化法 第 22 条 に より 算 定 し た

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和8年度 令和9年度 令和10年度

令和12年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度



 

【別紙】公共下水道事業 経営比較分析表 

 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　供用開始後30年が経過した管や施設があり、下水
道施設の老朽化が進んできている。各施設の維持管
理を適正に行いながら計画的な改修の実施に努めて
いく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　人口減少による過疎化の進行や節水意識の向上、
節水家電の普及等により料金収入の確保が厳しい状
況となっているが、利根川源流域の水質保全や生活
環境の維持向上のため、当町の下水道事業は重要な
役割を担っている。下水道事業の健全な経営には、
料金収入の確保、未接続の解消、老朽化施設の更
新・改修等課題が多いため、経営戦略等により計画
的な事業実施を図る。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率は100%未満の状態が続いているも
のの、改善傾向にある。また、人口減少や節水意識
の高まり、節水家電の普及も影響し、料金収入の停
滞が続いている。
　経費回収率は類似団体と同程度であり、改善傾向
にあるが未だ100％を下回っており、コストの削減
に努めていく必要がある。
　企業債残高は少しずつだが減らすことが出来てい
る。今後も、施設の更新や設備改修のために企業債
を計画的に発行する事としている。
　水洗化率は年々増加傾向にあるが類似団体よりも
低い水準にあるため、取り組みを強化していく必要
がある。
　令和２年度において経営戦略を策定予定であり、
下水道事業の健全化及び効率化を図っていく。

※過年度の修正は平成30年度決算分析欄のとおり。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km 2) －

- 該当数値なし 36.87 85.38 2,640 6,825 3.56 1,917.13

781.08 23.93 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km 2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cd1 非設置 18,692

経営比較分析表（令和元年度決算）
群馬県　みなかみ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 1.12 1.12 0.00 0.00 0.00

平均値 0.14 0.16 0.15 0.16 0.10

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 86.07 84.88 90.50 89.06 90.39

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 477.07 1,356.15 1,249.32

平均値 593.23 671.97 798.84 692.13 807.75

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 85.20 67.77 90.40 88.99 91.54

平均値 86.48 86.34 86.85 88.98 86.94

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 166.30 215.39 163.71 166.21 160.97

平均値 174.38 175.12 177.15 175.05 179.63

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 58.66 58.66 61.48 - -

平均値 58.04 55.58 54.05 57.54 55.55

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 83.91 83.90 84.59 86.26 87.15

平均値 93.94 93.10 92.88 92.87 91.64

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.51】

【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【0.22】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



 

【別紙】特定環境保全公共下水道事業 経営比較分析表 

 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　供用開始後30年が経過した管や施設があり、下水
道施設の老朽化が進んできている。各施設の維持管
理を適正に行いながら計画的な改修の実施に努めて
いく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　人口減少による過疎化の進行や節水意識の向上、
節水家電の普及等により料金収入の確保が厳しい状
況となっているが、利根川源流域の水質保全や生活
環境の維持向上のため、当町の下水道事業は重要な
役割を担っている。下水道事業の健全な経営には、
料金収入の確保、未接続の解消、老朽化施設の更
新・改修等課題が多いため、経営戦略等により計画
的な事業実施を図る。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率は100%未満の年もあったが、直近
では100％を超えており改善傾向にあるといえる。
　経費回収率は類似団体と同程度の値を示している
が、未だ100％を下回っており経費削減が必要な状
態である。
　企業債残高については前年より減少している。今
後も、施設の更新や設備改修のために企業債を計画
的に発行する事としている。
　汚水処理原価は、類似団体よりも原価が高い状態
にあるため、コスト削減に努めたい。
　令和２年度において経営戦略を策定予定であり、
下水道事業の健全化及び効率化を図っていく。

※過年度の修正は平成３０年度決算分析欄のとお
り。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km 2) －

- 該当数値なし 10.53 46.03 2,640 1,950 1.41 1,382.98

781.08 23.93 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km 2)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D1 非設置 18,692

経営比較分析表（令和元年度決算）
群馬県　みなかみ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

0.20

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.18 0.00 0.00 0.00

平均値 0.07 0.09 0.09 0.06 0.04

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 76.63 104.46 100.57 89.66 101.14

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.08 0.00 974.13 1,699.15 1,504.09

平均値 1,434.89 1,298.91 1,243.71 1,252.71 1,267.39

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 56.10 66.22 76.55 80.27 73.37

平均値 66.22 69.87 74.30 87.03 84.30

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 269.44 228.01 199.71 202.60 219.33

平均値 246.72 234.96 221.81 177.02 185.47

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 77.93 77.93 79.57 80.05 85.75

平均値 41.35 42.90 43.36 46.17 45.68

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 84.79 89.08 85.05 86.34 85.64

平均値 82.90 83.50 83.06 87.84 87.96

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,218.70】

【84.20】【42.86】【218.56】【74.17】

【0.28】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



 

【別紙】農業集落排水事業 経営比較分析表 

 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　供用開始20年以上が経過し、施設の老朽化が進ん
でいる。現在大規模な修繕は発生していないが、汚
水の安定的な処理を行うためには計画的な施設管理
や老朽化対策が必要となる。

2. 老朽化の状況

全体総括

　農業集落排水は、農業用水の水質保全や農村地域
の生活環境の保全を図ることが目的である。
　供用開始20年が経過しているため、施設の老朽化
も勘案しながら維持管理を適正に行うと同時に放流
水の水質確保、生活環境の保全に努める必要があ
る。
　老朽化対策、料金収入の確保、経費削減等課題が
多いため、経営戦略等により、計画的な事業実施を
図る。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　事業対象地域は独立した集落となっており人口も
少なく節水意識の高まりや節水家電の普及等により
料金収入が停滞している状態である。
　経費回収率も悪く、汚水処理原価も高いなど効率
的ではない部分もあり、料金収入のみで維持管理費
等を補うことは難しい状態であるため、経費削減が
求められている。
　汚水処理の広域化を実施することは地形上不可能
であるため計画的な維持管理が求められている。
　経営戦略を令和２年度に策定予定であり、事業の
健全化を図っていく。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km 2) －

- 該当数値なし 0.15 26.48 2,640 27 0.02 1,350.00

781.08 23.93 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km 2)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置 18,692

経営比較分析表（令和元年度決算）
群馬県　みなかみ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)
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2.50
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当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.01 2.05 0.01 0.01 0.02
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50.00

100.00
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300.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 244.64 168.44 229.69 159.34 115.82

平均値
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①収益的収支比率(％)
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H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 1,081.80 974.93 855.80 789.46 826.83

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 13.96 14.07 7.24 14.52 12.44

平均値 52.19 55.32 59.80 57.77 57.31

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 1,087.82 1,091.05 2,209.82 1,240.72 1,474.55

平均値 296.14 283.17 263.76 274.35 273.52

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 94.29 94.29 94.29 68.57 54.29

平均値 52.31 60.65 51.75 50.68 50.14

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 82.61 89.47 100.00 87.50 92.59

平均値 84.32 84.58 84.84 84.86 84.98

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【765.47】

【86.22】【51.30】【257.86】【59.59】

【0.02】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


